
＜当局等提出議案＞

市長報告事件５件、監査委員報告事件３件で、合計35件。

＜議員提出議案＞

＜その他議案＞

当局等提出議案

議案番号 議案名　＊［　］内は担当部署 議案の内容 審議結果

認第15号
令和元年度焼津市一般会計歳入歳出決
算認定について
【関係課】

歳入決算額　55,092,268,219円
歳出決算額　52,342,437,882円
差引残額　 　2,749,830,337円

賛成多数
認定

認第16号
令和元年度焼津市し尿処理事業特別会
計歳入歳出決算認定について
【廃棄物対策課】

歳入決算額　　 430,919,250円
歳出決算額　　 389,889,332円
差引残額　 　 　41,020,918円

全会一致
認定

認第17号
令和元年度焼津市土地取得事業特別会
計歳入歳出決算認定について
【管財課】

歳入決算額　 　262,662,946円
歳出決算額　 　262,660,000円
差引残額　　 　 　　 2,946円

全会一致
認定

認第18号
令和元度焼津市国民健康保険事業特別
会計歳入歳出決算認定について
【保険年金課・健康づくり課】

歳入決算額　13,685,189,602円
歳出決算額　13,532,719,570円
差引残額　　　 152,470,032円

賛成多数
認定

認第19号
令和元年度焼津市温泉事業特別会計歳
入歳出決算認定について
【観光交流課】

歳入決算額　    67,404,406円
歳出決算額　    66,404,327円
差引残額         1,000,079円

全会一致
認定

認第20号
令和元年度焼津市駐車場事業特別会計
歳入歳出決算認定について
【道路課】

歳入決算額      12,994,817円
歳出決算額      11,261,942円
差引残額　       1,732,875円

全会一致
認定

認第21号
令和元年度焼津市介護保険事業特別会
計歳入歳出決算認定について
【地域包括ケア推進課・介護保険課】

歳入決算額  11,815,068,290円
歳出決算額  11,585,668,510円
差引残額　     229,399,780円

全会一致
認定

認第22号
令和元年度焼津市後期高齢者医療事業
特別会計歳入歳出決算認定について
【保険年金課】

歳入決算額   1,688,996,279円
歳出決算額   1,639,663,259円
差引残額　      49,333,020円

全会一致
認定

認第23号
令和元年度焼津市港湾事業特別会計歳
入歳出決算認定について
【大井川港管理事務所】

歳入決算額   1,153,019,520円
歳出決算額   1,124,128,713円
差引残額　      28,890,807円

全会一致
認定

事業収益　   2,236,945,744円
事業費用　   1,883,539,267円
当年度純利益　 353,406,477円

剰余金については、当年度未処分利益剰余
金840,554,736円のうち、1,770万円を減債
積立金に積み立て、487,148,259円を資本
金に組み入れる。

令和２年９月焼津市議会定例会　提出議案及び議案等審議結果

令和元年度焼津市水道事業会計決算認
定及び剰余金処分案について
【水道総務課】

認第24号
賛成多数

認定

決算案件12件、承認案件１件、人事案件３件、予算案件４件、条例案件４件、一般案件３件、

意見書２件

請願１件



認第25号
令和元度焼津市病院事業会計決算認定
について
【企画経理課】

事業収益　  12,507,319,469円
事業費用　  13,005,590,781円
当年度純損失　 498,271,312円

全会一致
認定

認第26号
令和元年度焼津市公共下水道事業特別
会計歳入歳出決算認定について
【下水道課】

事業収益　   1,788,624,735円
事業費用　   1,816,445,399円
当年度純損失　  27,820,664円

全会一致
認定

認第27号

専決処分事件の報告及び承認について
（和解及び損害賠償の額の決定につい
て）
【都市整備課】

公園の樹木の根が市内女性宅敷地の地下に
越境し、庭のブロック塀及び土間コンク
リートを破損させたことに対する和解及び
損害賠償の額を決定することについて、緊
急を要し、市議会を招集する時間的余裕が
なく、これを地方自治法第179条第１項の
規定により専決処分としたため、同条第３
項の規定により、議会に報告し、承認を求
める。
１　損害賠償の額　1,906,741円
２　専決処分日　令和２年８月４日

賛成多数
同意

認第28号
焼津市ほか１組合公平委員会委員の選
任について
【人事課】

焼津市ほか１組合公平委員会共同設置規約
第４条第１項の規定により議会の同意を求
める。
選任しようとする者：村松繁美氏（新任）

全会一致
同意

認第29号
焼津市教育委員会委員の任命について
【人事課】

地方教育行政の組織及び運営に関する法律
第４条第２項の規定により、議会の同意を
求める。
任命しようとする者：河江富男氏（新任）

全会一致
同意

認第30号
焼津市教育委員会委員の任命について
【人事課】

地方教育行政の組織及び運営に関する法律
第４条第２項の規定により、議会の同意を
求める。
任命しようとする者：山竹葉子氏（再任）

全会一致
同意

議第53号
令和２年度焼津市一般会計補正予算
（第６号）案
【関係課】

歳入歳出それぞれ10億4,918万8,000円の増
額補正を行う。
歳出においては、消防団用施設維持費、社
会保障・税番号制度システム維持管理費、
戸籍住民システム維持管理費及び空き家利
活用対策事業費などの実施に必要な経費の
追加・増額を行うとともに、歳入において
は、社会資本整備総合交付金などの国庫支
出金、前年度繰越金の増額及び財政調整基
金とりくずしなどの減額を行う。また、新
型コロナウイルス感染症の感染拡大に備え
るため、歳入歳出において、地域外来・検
査センター設置運営事業に係る経費の追加
を行う。
補正後予算額　761億6,889万2,000円

全会一致
原案可決

議第54号
令和２年度焼津市港湾事業特別会計補
正予算（第２号）案
【大井川港管理事務所】

海岸保全施設整備事業費の増に伴い歳入歳
出それぞれ988万9,000円の増額補正。
補正後予算額　５億5,002万7,000円

全会一致
原案可決



議第55号
令和２年度焼津市水道事業会計補正予
算（第１号）案
【水道総務課】

新型コロナウイルス感染症の影響の長期化
による市民等の経済的負担を軽減するため
の水道料金の基本料金の減免措置による収
益的収入１億1,893万3,000円の減額及び祢
宜島配水場の配水ポンプ電動機修繕による
収益的支出1,540万円の増額などを行う。

全会一致
原案可決

議第56号
令和２年度焼津市病院事業会計補正予
算（第２号）案
【企画経理課】

収益的支出における国の新型コロナウイル
ス感染症対応従事者慰労金の交付による特
別損失２億6,130万円の増額及び資本的支
出における超音波画像診断装置等の購入に
よる建設改良費3,995万2,000円の増額を行
うほか、財源として見込まれる収益的収入
における新型コロナウイルス感染症対応従
事者慰労金の代理受領による特別利益２億
6,130万円の増額及び資本的収入における
県補助金3,995万2,000円の増額を行う。

全会一致
原案可決

議第57号
焼津市職員の育児休業等に関する条例
の一部を改正する条例の制定について
【人事課】

地方公務員の育児休業等に関する法律の改
正に伴う一般職非常勤職員の育児休業の取
得期間の延長について所要の改正を行う。
施行期日は公布の日。

全会一致
原案可決

議第58号

焼津市職員の特殊勤務手当に関する条
例の一部を改正する条例の制定につい
て
【人事課】

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い当
該感染症の検査等、感染者又は感染の疑い
のある者に接して行う作業に従事した職員
への特殊勤務手当の支給の特例について定
める。
公布の日から施行し、令和２年８月１日以
降に職員が従事した作業について適用。

全会一致
原案可決

議第59号
焼津市ターントクルこども館条例の制
定について
【子育て支援課】

焼津市ターントクルこども館の設置及び管
理について必要な事項を定める。
施行期日は公布の日から１年を超えない範
囲で規則で定める日。

賛成多数
原案可決

議第60号
焼津市病院事業の設置等に関する条例
の一部を改正する条例の制定について
【病院総務課】

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に
支援するための法律に規定する障害福祉
サービスのうち短期入所事業を新たに病院
の附帯事業として行うため所要の改正を行
う。
施行期日は令和３年１月１日。

全会一致
原案可決

議第61号
GIGAスクール対応学習者用端末の取得
について
【教育総務課】

地方自治法第96条第１項第８号及び焼津市
議会の議決に付すべき契約及び財産の取得
又は処分に関する条例第３条の規定によ
り、GIGAスクール対応学習者用端末の取得
について、議会の議決を求める。
取得金額　410,434,420円
取得先　東栄商工株式会社静岡営業所

全会一致
可決



議第62号
GIGAスクール対応学習者用端末充電保
管用電源キャビネットの取得について
【教育総務課】

地方自治法第96条第１項第８号及び焼津市
議会の議決に付すべき契約及び財産の取得
又は処分に関する条例第３条の規定によ
り、GIGAスクール対応学習者用端末充電保
管用電源キャビネットの取得について、議
会の議決を求める。
取得金額　22,079,200円
取得先　株式会社コハマ

全会一致
可決

議第63号
焼津市道路線の認定について
【土木管理課】

道路法第８条第１項の規定により、２路線
を認定する。
開発行為による帰属に伴う認定 下小田京
田分譲地線ほか１路線

全会一致
可決

報第11号
令和元年度焼津市土地開発公社の決算
状況について
【管財課】

地方自治法第243条の３第２項の規定によ
る報告。

了承

報第12号
令和元年度公益財団法人焼津市振興公
社の決算状況について
【財政課】

地方自治法第243条の３第２項の規定によ
る報告。

了承

報第13号
令和元年度の焼津市の財政の健全化に
関する比率の報告について
【財政課】

地方公共団体の財政の健全化に関する法律
第３条第１項及び第22条第１項の規定に基
づき、監査委員の意見を付けて、平成30年
度の健全化判断比率及び資金不足比率を報
告。
１　健全化判断比率
実質赤字比率（数値なし）、連結実質赤字
比率（数値なし）、実質公債費 比率
6.5％、将来負担比率7.0％
２　資金不足比率
水道事業会計（数値なし）、病院事業会計
（数値なし）、公共下水道事業会計（数値
なし）、温泉事業特別会計（数値なし）

了承

報第14号
私債権の放棄について
【水道総務課、医事課】

市の保有する私債権について、焼津市債権
管理条例第13条第１項の規定に基づき放棄
したので、同条第２項の規定により報告す
るもの
１　放棄した私債権の名称、件数及び額
(1) 水道料金　405件　829,886円
(2) 焼津市立総合病院使用料及び手数料
　　54件　3,844,686円
２　放棄した事由及び件数
(1) 債務者の失踪、行方不明等　426件
(2) 債務者死亡による限定承認　25件
(3) 破産法等の法令による免責　８件

了承

報第15号

専決処分事件の報告について（道路管
理瑕疵による自動車破損事故に起因す
る損害賠償事件について）
【土木管理課】

地方自治法第180条第２項の規定による報
告
１　相手方　市外女性
２　損害賠償額　6,600円

了承

焼154-56号
令和２年６月分例月出納検査報告書
【監査委員】

地方自治法第235条の２第３項の規定によ
る報告。

了承



焼154-67号
令和２年７月分例月出納検査報告書
【監査委員】

地方自治法第235条の２第３項の規定によ
る報告。

了承

焼154-83号
令和２年８月分例月出納検査報告書
【監査委員】

地方自治法第235条の２第３項の規定によ
る報告。

了承

議員提出議案

発議案
第３号

新型コロナウイルス感染症の影響に伴
う地方財政の急激な悪化に対し地方税
財源の確保を求める意見書

国においては、地方の安定的な財政運営に
必要な地方税、地方交付税などの一般財源
総額を確保すること。地方交付税は、引き
続き財源保障機能と財源調整機能が発揮で
きるよう総額を確保すること。地方税収が
大幅に減収となることが予想されることか
ら、減収補填措置を講じること。国税・地
方税の政策税制については、有効性・緊急
性を厳格に判断すること。固定資産税は市
町村の基幹税であり、制度の根幹に影響す
る見直しは断じて行わないことなどを強く
要望し意見書を提出する。

全会一致
原案可決

発議案
第４号

防災・減災、国土強靭化対策の継続・
拡充を求める意見書

国においては、令和３年３月末期限の防
災・減災、国土強靭化のための３か年緊急
対策の更なる延長と拡充行うこと。地方自
治体が国土強靭化地域計画に基づき実施す
る対策に必要な予算総額確保を図ること。
災害復旧・災害関連予算の確保や補助対象
の拡大を図るとともに、国土強靭化のため
の財源を安定的に確保するための措置を講
ずること。以上を強く要望し意見書を提出
する。

全会一致
原案可決

その他議案

請願
第１号

トリチウム汚染水の海洋放出を認めな
い意見書提出を求める請願書

[請願事項]
焼津市議会として、福島第一原発のトリチ
ウム汚染水（ALPS処理水）を海洋放出しな
いよう求める意見書を採択し、国に提出す
ること。

閉会中
継続審査


